
 

 
 

 

2026 年度事業計画 

 

１．外航客船の安全運航・船舶保全に係る諸対策の推進  

（１）外航客船の安全運航・船舶保全に係る諸対策の推進 
外航客船の安全運航・船舶保全に係る諸事項について、関係団体、関係省庁と連携を図りながら対応

する。 
・運航関係についての諸案件対応 
・各地方自治体による洋上風力発電事業への対応 
・乗客予約記録制度、入国事前審査制度等への対応 
・台風災害対策、海上・臨海部テロ対策等 

 
（２）客船の環境保全規則等の対策の実施 

外航客船に係る世界的な環境保全規制等について、関係団体、関係省庁と連携を図りながら対応する。 
・IMO による GHG 削減戦略、船舶の汚水処理規則の見直し等をクルーズに影響のある諸案件対応 
・南極地域の環境保護対策等 

 

２．外航客船の事業環境に係る諸施策の推進 

（１）外航客船に係わる規制緩和等の推進 
外航客船に係わる規制緩和及び諸手続きの簡素化等について検討を行い、関係省庁と連携を図りなが

ら実現に努める。 
・クルーズ旅客運送約款の見直し 
・日本籍クルーズ船の屋外調理施設に係る食品衛生法の取り扱い 
・テンダーボートに係る小型船舶安全規則の取り扱い 

 
３．客船事業振興・調査広報の諸対策の実施 
 
（１）振興活動（クルーズアドバイザー認定制度の運営） 

2003 年度から、（一社）日本旅行業協会（JATA）等の協力を得て、旅行会社の社員を対象にクルー
ズのスペシャリストを育成し、クルーズの販売促進、マーケットの拡充に役立てることを目的とする
資格制度としてスタートした「クルーズアドバイザー認定制度」の「クルーズコンサルタント試験」、
5 年毎の更新となる「クルーズコンサルタント更新試験（ブラッシュアップ）」、およびクルーズコンサ
ルタントの上位資格の「クルーズマスター（C.M）コース」の適切な運営を図る。 

 
① クルーズコンサルタント試験 

2026 年度のクルーズコンサルタント試験は、オンライン研修を WEB による期間限定配信、クル
ーズ教本の PDF・電子書籍版とする他、実地試験合格を以て資格認定（失効要件あり）を付与する。 

また、受験申込みは WEB 上で行うとともに、試験に際してはマークシート方式を採用し受講者お
よび事務局の利便性の促進を図る。 

 
・2026 年度クルーズコンサルタント試験の実施日等 
【オンライン研修】 

１． WEB 配信による研修 WEB 配信期間 2026 年 9 月末より１カ月程度 
２． 「クルーズ教本」内容に関するクルーズマスター（CM）による WEB 講義 
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３． 教本テキストは当協会ホームページから PDF により受講者が閲覧 
【試験】 

地域および時期：東京、大阪、名古屋、福岡、札幌で 2026 年 10 月を予定 
【合格者の乗船研修】 

１． 日程：2026 年 12 月以降 
２． 日本船社のクルーズ船に乗船 
３． 本船内での座学研修およびキャビン等船内見学、クルーズを楽しむ経験 

 
② クルーズコンサルタント更新試験（ブラッシュアップ） 

第 19 回クルーズコンサルタント更新試験（ブラッシュアップ）については、昨年に引き続きオン
ライン試験を実施する。 

・更新試験（ブラッシュアップ）は 2026 年 8 月下旬～9 月下旬で実施する。 
・資格失効者を対象とする「救済措置」は行わない。 

 
③ クルーズマスター（C.M）コース 

第 16 回 クルーズマスター（C.M）コースを東京において実施する。 
・2027 年 2 月の 2 日間（該当者 3 名以上の場合に実施） 

 
（２）調査活動  

① 外航客船に関する統計調査及び情報の収集  
内外のクルーズ市場の現況等の収集を図り、わが国におけるクルーズ市場開拓の参考に資する（当

協会ホームページに掲載）。 
 

（３）広報活動 
クルーズの振興および普及啓発を図るため、一般消費者、クルーズアドバイザーおよびマスコミ等に

対する情報提供、広報活動を行う。 
  

① 地方自治体・クルーズ振興地方協議会等が実施するイベント等への協力 
会員自治体、クルーズ振興地方協議会、日本旅行業協会（JATA）、日本国際クルーズ協議会（JICC）

などが実施する各種イベントに対して支援・協力する。また国交省が打ち上げた「2030 年までに日
本人クルーズ人口 100 万人」の目標達成に向け上記関係団体と共同で活動を進める。 
  

② 一般消費者向け「クルーズセミナー及び船内見学会」 
クルーズの振興及び普及啓発活動の一環として、一般消費者を対象とする「クルーズセミナー」お

よび「船内見学会」を会員クルーズ会社、会員自治体、クルーズ振興地方協議会メンバー自治体等の
協力を得て開催する。実施回数や場所はクルーズ会社と相談の上で決定する。   

③ 旅行会社社員を対象とする「クルーズ販売セミナー」 
JOPA および JATA 旅行会社のクルーズの企画、販売、営業担当の社員を対象とするクルーズ販売

セミナーを会員クルーズ会社、旅行会社、船会社、販売代理店の協力を得て、JATA との共催で開催
する。また、同セミナー参加することでクルーズコンサルタント乗船研修の代替措置として扱うこと
とする。実施場所はクルーズ会社と相談の上で決定する。 
  

④ 2026 年度（第 16 回）「クルーズ・オブ・ザ・イヤー」 
創立 20 周年記念事業としてスタートした、独創的な、ユニークな、話題性のあるクルーズを企画・

実施した旅行会社、クルーズ運航会社及びクルーズ客船の誘致に努めている港湾管理者等を表彰する
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第 16 回「クルーズ・オブ・ザ・イヤー」を国交省、観光庁、JATA の後援の下、実施する。 
  

⑤ 広報パンフレット等の制作・配布    
クルーズおよび国際フェリーによる船旅の振興、普及のための広報パンフレット「旅がもっとたの

しくなる（仮題）」を会員自治体、クルーズ振興協議会等が実施する各種イベントの機会を利用して
配布する。。   

⑥ 広報宣伝活動の展開・実施  
一般消費者に対して、クルーズの一層の振興を図るため、会員クルーズ会社の協力を得て、幅広い

広報宣伝活動を展開、実施する。また、当協会ホームページの管理業務を外部へ委託することにより
機能面を進化させ広報活動の強化を図る。 
  

⑦ クルーズ情報等の提供 
当協会ホームページを通じて、積極的にクルーズ関連情報を提供するほか、クルーズアドバイザー

認定制度に関連して、受講者が確認しやすいよう「クルーズコンサルタント試験」、「クルーズコンサ
ルタント更新試験（ブラッシュアップ）」、「クルーズマスターコース」などの各種資格取得のための
セミナー実施要領等など適時に情報提供を行う。 

 
（４）クルーズアドバイザー制度の在り方 

クルーズコンサルタント試験の受験者数が低迷しているなか、同制度をこのまま継続することで良い
か、改善すべき点があるかなど、クルーズアドバイザー認定制度運営委員会を中心に検討を行う。 

 
  

- 47 -


	2025事業報告・決算_2026事業計画・予算rev2.pdf
	◇06_2025年度決算報告書.pdf


